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価格水準の第1次的形成

価格水準の第1次的形成

安 田 均

1．課題の設定

　こんにち「雇用の流動化」と年功序列型賃金

の是正，能率給，業績給の導入が盛んに叫ばれ

ている。しかし，職種による長期雇用層と短期

雇用層や専門職との使い分け（「雇用ポート

フォリオ」）や賃金の能力主義編成は今に始

まったわけではない。どのような点で新しいの

かを改めて検討する必要があろう。労働市場の

理論分析も当然求められる。経済原論ではかね

て失業者の扶養，複雑労働ないし教育訓練費の

取扱いなど，労働力商品についても議論されて

きた。しかしながら，専ら労働力商品の擬制性

に焦点が当てられてきたためにその基準となる

一般商品の市場についてはスポット取引を中心

とする平板な理解に止まりはしないかと懸念さ

れる。われわれが労働力商品の商品性，労働市

場の市場性を強調する所以である1）。賃金の問

題もまず労働力商品の価格水準を問題にする必

要があると思われるが，ここでは，少し回り道

をして，商品一般の価格水準を考察してみたい。

　価格水準については貨幣の価値尺度規定の一

環として一物一価の傾向のみ触れ，資本の生産

過程論で価値の実体的根拠を，生産価格論でそ

の実現機構を説くという構成が久しくとられて

ユ）安田（2000）はその1つの試みである。

きた。価値法則が貫徹するからこそ変動常なき

価格も価値の大きさに収帰するというわけであ

る。それは後に見るように，価値をそのときど

きの価格変動とは切り離し，変動する価格の錘

をなす，いわば重心として捉えるものであった。

しかしながら，このような構成では例えば社会

的に平均的な労働の産物以外については価格水

準およびそれを産み出す個別流通主体の行動態

様が問題にされえないことになる。

　ここで産業資本の生産物に限定せずに，いわ

ゆる流通論における価格水準の形成を考察する

のは，ひとつには，賃金水準の考察に先行して，

平均見本としての労働生産物に限定せず広く商

品一般の価格水準についての分析上の枠組みを

得ようという目的からであるが，そればかりで

はない。流通諸主体が自らの行動の意図せざる

結果として価格水準を形成してゆくメカニズム

の考察を通して市場がまとう機能的広がりや構

造的深みに光を当てたいという意図も込められ

ている。

2．流通論における価格水準形成の可能性

（1）従来の諸説

　商品の価格を規定するのはその価値であると

いう理解に立てば，価格水準の問題は価値の尺

度と密接不可分である。周知のように，マルク
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スは『資本論』第1部第3章「貨幣または商品

流通」において一定の貨幣額による商品の価値

表示を以て貨幣の価値尺度機能と規定していた。

これに対し，宇野弘蔵は商品の価値表示はたと

え貨幣によっても商品所有者の主観的表現であ

ることに変わりない。商品の価値はむしろ直接

交換可能性を独占した貨幣によって現実に購i買

されない限り尺度されるものではなく，しかも

購買が繰り返されることにより価格のバラツキ

も均され客観的に尺度されると主張した（宇野，

1950，　pp45－7）．

　しかしながら，『資本論』第1巻第1，2篇

における価値の実体規定と形態規定の混清を批

判し，形態規定を徹底して流通論として独立さ

せたうえで，産業資本による生産過程の包摂を

侯って価値の実体規定を与えるという宇野の方

法を認めるならば，貨幣論において価値の大き

さが定まるかのような説明には疑問が呈されて

当然であろう。

　すなわち，金貨幣による購買も依然として貨

幣所有者の私的行為にすぎず，商品の価値を

「社会的」　「客観的」に尺度することにはなら

ない。また，価格の価値からの乖離が価格変動

を媒介に供給の変動を通じて是正されることを

説いている点は貨幣論の矩を超えている。さら

に，供給の変動は種々の生産部門間の資本の移

動によるよりほかには生じえない。渡辺昭

（1962）は以上およそ3点にわたって宇野の価値

尺度規定を批判し，以後，流通論ではせいぜい

一物一価が観念的に形成されることのみ示し，

その実体的根拠を資本の生産過程論で，その現

実機構は生産価格論で説く構成が通説としての

位置を占めるに至った。

　しかし，このような捉え方では，例えば労働

力商品のような非労働生産物や裁量性の高い労

働によって産み出された商品など，価格変動に

重心2）の存在しない商品について価格の変動と

その水準を考察するには役立たない。さらに，

景気のある局面では追加的生産諸要素の供給が

制約され重心が失われる場合，価格の上下動を

押し戻すほどの重心ではなくとも変動する価格

のなかに相場が生まれ，それを基準した行動が

生じるはずであるが，こうした動きを分析する

にも従来の枠組みでは事足りない。

　渡辺の批判に即して言えば，産業資本が生産

過程を包摂したからといってその購買行為が依

然として私的行為であることにかわりはなく，

産業資本だからといって直ちに商品の価値を社

会的・客観的に尺度できるものではない。むし

ろ個々の流通主体の行動を抜きにして生産過程

において価値が先験的に定まるというのであれ

ば，形態規定を流通論として独立させる意味は

ないであろう。また，商品交換の発展，つまり

流通論の展開自体がすでに供給の変動を前提に

しており，生産過程を明示的に組み込まない限

り価格の変化に対応した供給の変動を論じられ

ないというわけではない。さもなくば，流通主

体は価格とは関係なく手持ちの商品ないし貨幣

を一挙に市場に投じるというセイの法則なみの

想定をとることになるし，因って以て流通論に

2）ここでいう重心とはある程度の期間に亘って価格

の上下動を一定の水準に引き戻すカである。重心の

ある商品の場合，価格の咬動は価値ないし価格が

ある水準より上がるとそれを押しとどめ，さらには

それを引き下げようとする力が働いて，上昇し続け

ることができなくなり，ある水準より下がるとそれ

を押しとどめ，逆に引上げようとする力が働いて，

下落し続けることができなくなるとみうるような変

動をする」（山口，1985，p107）。山口は重心形成の

条件として「その商品はそれにたいする社会的需要

が増大した場合，少なくともある期間はある一定の

技術水準の生産条件ないし生産費で供給を弾力的に

追加・増大することができる」ことを挙げ，資本主

義的商品はこれを一般に満たしている，という（同
上）。
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おける在庫形成や情報活動についての考察が放

棄され，流通主体の行動に関する考察は深まら

ないであろう3）。最後の点は流通主体の価格へ

の反応という問題であるが，『資本論』以来の

価値形態研究が示すとおり，価格ないし貨幣形

態は流通諸主体の行動が産み出したものである

から，流通諸主体はすべからく価格反応性を有

している。この点は資本所有者ではなく商品所

有者にすぎない賃金労働者が価格の変化には目

もくれず交換それ自体を目的としているかと問

えば明らかであろう4）。

　このようにみると，通説は「私的な流通世界

と社会的で客観的な生産世界」および「変動由

なき価格と唯一の価値」という2つの二分法に

立脚していることが浮かび上がってくる。すな

わち，商品経済が私的な流通世界と社会的で客

観的な生産世界とに分断されているために，価

格水準等の社会性は生産論で論究すべきものと

され，商品経済では個別流通主体の行動によっ

てしか社会性が形成されえないという点が抜け

落ちしまっている。また，時間的にも空間的に

もばらついているのは価格の方であって，価値

は唯一重心としての価値のみであるという理解

に立つ限り，重心のある商品に限らずあらゆる

商品について変動直なき価格のうちにも水準が

形成され，流通諸主体もそれを基準にして行動

せざるをえないということが価値の問題，言い

換えると商品経済に本質的な問題であるという

ことは認識されようがない。

　こうして価格の問題に止まらず，市場に対す

る理解を深めるには通説が拠って立つ2つの二

3）山口（1978）は流通費用を流通論で，しかも資本形

式論に先立って規定する必要性を説いている。

4）賃金労働者の「商品所有者」性に光を当てること

ができるのも「労働力商品」概念の利点である。

分法の克服が避けて通れないものとなる。

（2）価値概念の広義化とその射程

　このような二分法を克服するために，ここで

は山口重克の主唱した「価値概念の広義化」を

取り上げ，その可能性を検討したい。

　山口のいう「価値概念の広義化」とは，価値

概念から価格変動の重心を規定する要因という

意味を外し，価格変動に重心がないような商品

にも価値を認めようという主張である。従来の

価値概念は標準的な生産条件と平均的な熟練お

よび強度の労働によって生産された商品，資本

主義的商品のいわば平均見本に対象を限定して

いた。しかしながら，価値概念を平均見本とし

ての商品に限定すると，経済原論に限っても，

価値論において社会的生産の均衡編成だけを抽

象して編成のプロセスないしメカニズムを捨象

することになり，資本主義的商品生産の成り立

ち方の特質を見失うおそれがある。また，商品

流通世界における価格の変動ないしバラツキを

利用した商人資本ないし商品売買資本形式の資

本が排除されることになり，資本主義的商品経

済の成り立ち方の基本的性格を見失わせかねな

い。さらに，いわゆる市場価値論でいう社会的

に標準的な生産条件がシフトする問題を扱う際

に，そのシフトのプロセスでは狭義の価値概念

は全く無意味になってしまう。第4に，価値概

念は社会的必要労働の凝固物としてのみ規定さ

れ，いわば労働の別称でしかなくなるが，価格

と労働という2つの概念だけでは，個別主体の

行動を通してその意図せざる結果として社会的

な均衡価格関係ができあがることが抜け落ちる，

というおおよそ4つの問題を抱えている。そこ

で，重心規定以前では，つまり流通論では「あ

る商品の他商品との関係性ないし関係力，つま
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り他の商品との関係を取り結ぶ性質ないし力，

をその商品に内属する性質ないしカとして捉え

直したもの」として広く価値を規定しておこう

というのである（以上，山口，1990，pp9－14）。

　これによってある商品の価値は必ずしも1つ

とは限らなくなった。広義の価値は「社会的必

要労働とはいわば切れ目のある別種の形相的概

念」であるから，同一種類の個々の商品の価値

は必ずしも同一点でなければならないというこ

とにはならない5）。第2の二分法の克服である。

同時に，商品のばらつく価値のうちに一定の基

準が追求されることも想定可能となる。

　現に山口自身も貨幣の購i買機能に関連して価

格水準の形成を説いている。すなわち，価値・

価格には3種類ある。売り手の表示した価値，

買い手の購買した価値の他に「社会的な価値の

概念」がありうる。もちろん，そこでは「画一

的生産による追加供給可能性という条件を積極

的に想定するわけではない」。それでも「同一

商品の同一使用価値量は同一価値量を有すると

いう観念の形成は想定しうる」（山口，1985，

pp35－6）としたうえで，売買の繰り返しによっ

て「流通世界におけるその商品種類の表現価格

と実現価格が接近し，また売手間・買手間の個

別的なバラツキも多少とも接近する傾向が生じ

る。いわゆる一物一価の関係，あるいは物価水

準が形成される傾向が生じる」（同，p36），と。

　ところが，山口は後にこのような見解を半ば

自己批判し，流通論における社会的価値をあく

まで観念上の形成にすぎないと断っている。す

なわち，上述のように宇野の価値尺度規定に重

5）　「価値は交換価値ないし価格を現象形態とする内

実であるということであれば，交換価値ないし価格

が時と所によってさまざまに相違するのに対応して

価値量もさまざまに相違し，それが現象していると

みることもできるはずである」（山口，1986，p63）。

心としての価値規定が混入している点を批判し

ながら，他方で流通論において現実的機構を伴

わない観念として社会的価値の成立を説いてい

ることを降旗節雄から批判されると6），当該規

定は価値は社会的なものだという通説を批判す

るために敢えて観念のみ形成されると説明した

だけで理論上「積極的な意味をもつものではな

い」と弁明に終始するばかりか7），流通論にお

いて価格水準の形成を考察すること自体にも否

定的態度を示している8）。

　なるほど流通論における商品は必ずしも産業

資本の生産物に限られているわけではないから，

追加供給はその量にも持続可能な期間にも限界

があり，価格変動の強力な規制力である重心を

論ずることはできないであろう。しかしながら，

価値概念を重心から切り離すということは重心

のある商品に限定されない「広義の価値」につ

いてその水準形成の考察を排除するものではあ

るまい。

　むしろ，流通諸主体の私的行動が結果として

価格水準を産み出すと同時に，それを基準に新

たに行動が展開される点こそ商品経済の本質的

6）　「マルクス経済学においては，経済的諸概念・諸

範疇の成立は，経済的機構そのものから説明されな

　くてはならない」（降旗，1991，p135）。

7）「私としては，きわめて広汎に価値はそもそも社

会的な概念だという伝統的な考え方があるので，流

通形態としての価値の問題としてはそれは単なる観

念でしかなく，資本主義的商品においてはじめてそ

れは単なる観念ではない，根拠のある観念を概念化

　したものになるということが言いたくて，流通論で

は単なる観念であることを強調したのであった。余

　り積極的な意味をもつものではないから，価値はそ

　もそも社会的なものだといった流通形態としての価

値についての無理解が一般的でなくなったら，これ

は削除してもよいような問題なのかも知れないと今
は思っている」（山口，1991b，　pp47－8）。

8）　「私としては，流通論では価格変動の重心を理論

的に規定できない以上，価格は無規定的に変動する

　としか言いようがないのではないかと考えている」（
　Ll」口，　1991b，　p45）。
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な面であって，重心のある商品にのみ価格水準

分析を限定することは商品経済に特有の，社会

的生産には無関心な流通諸主体が意図せざる結

果として社会的評価を共有しつつ私的行動を繰

り返す，またそういう形でしか社会的客観的評

価はあり得ないという側面を見失わせかねない。

その意味では山口もまた私的で主観的な流通世

界と社会的で客観的な生産世界とを外的に対置

させる第1の二分法を引きずっている，と言え

よう。

　他方で，山口には流通形態による締め付けが

ない限り，価値実体としての抽象的人間労働は

抽出されようがない，という理解も見受けられ

る9）。

　すなわち，あるものを生産するための生産的

労働と生産諸手段の社会的連関それ自体はそれ

ぞれの社会の文化や慣行を許すような緩やかな

ものであり，必ずしも一義的な関係ではないも

のの，資本の効率性原則によって締め上げられ

ると，生産過程にはもともと投入と産出に技術

的な関連性が強いので，最も効率的な生産過程

問の連関が成立し，価値の実体的基盤となる。

そして今度は価値実体が逆に流通諸主体の価格

を基にした行動を律してゆくiO）6このような

「相互媒介性における流通の先行性」（山口，

1995，p115）こそ山口による価値法則論証の特

徴であり，第1の二分法の克服可能性を示すも

のと言えよう。

9）　「生活資料の獲i得活動を特定の社会形態から独立

に一般的に考察するならば，そこには目的の側面，

つまりそれ自体が人間生活そのものである側面と，

そのための手段である側面との両面があって，それ

　を時間的，空間的に明確に分離して捉えることは困

難である場合が多いといってよい」（山口，1984，
p30）o

（3）流通論における価格水準の形成条件

　以上の検討をふまえると，流通論における価

格水準のいわば第1次的形成について，次のよ

うにまとめることができよう。

　あらゆる商品に共通の価値概念を重心規定か

ら解放するならば，商品の価値は時と場所に

よってばらつきうることになる。したがって，

流通論においてもばらっく価格のうちにある水

準が形成されることも考察可能となる。

　また，流通諸主体はそれぞれの私的利害に基

づく行動が「意図せざる結果」として産み出す

価格水準を参照基準にする他には自分の行動の

社会的位置付けを確認できないのであるから，

重心のある商品に限定せずに価格水準形成の動

因とプロセスを分析することは大いに意味があ

る。

　さらに，価格変動の重心とは，どの商品にも

形成されうる価格水準が特定の条件の下で価格

変動のより強い規制力になったものに他ならず，

その動因は流通諸主体の行動の方にあるのであ

るから，重心規定に先立って価格水準の第1次

10）　「諸商品の価格変動に法則性がある，つまり重心

　があるのは資本主義国父品に特有のことであるから，

　法則性の根拠も資本主義的なものと考えられなけれ

　ばならないであろう。すなわち，労働生産過程は資

　本によって担当されることによって特殊な変造を受

　けるのであり，変造された特殊歴史的な労働生産過

　程における効率的な社会的生産連関が価値法則の根

　拠をなすと考えられるのである。したがって，自然

　との物質代謝をおこなう人間の労働も同様に二層の

構造において捉えられなければならない」（山口，

　1990，p16）。したがって，価値実体としての抽象的

　人間労働もあらゆる社会に共通のものではないこと
　になる。　「生産を担当する産業資本は，流通形態と

　しては個別的にバラツキのある流通行動をとりなが

　らも，効率性原則によって労働生産過程を締めあげ

　ることによって，それを均質の確定的な効率的構造

　のものに変造するのであり，その変造した労働生産

　過程に押しつけられたいわば第二次的な経済原則に

　よって逆にその流通行動が外的な基準を与えられる

　ことになる」（山口，1984，p37）。
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的規定を与えておくことは必要でもある。

　このように価値概念を広義化するならば，価

格水準の形成は流通論でも考察可能であるばか

りか，その考察は有意義であり，後の重心や賃

金水準の考察にとっても必要なことである。

　さて，それでは産業資本によって平均的条件

の下で生産された商品に限定されない場合の，

すなわち流通論における価格水準形成の要件は

何であろうか。

　渡辺の批判に戻れば，その主旨は貨幣所有者

による購買は繰り返されたとしても商品の価値

は社会的に尺度されたことにはならず，価格の

価値からの乖離の是正は資本の部門移動による

供給調節を通してのみ実現される，というもの

であった。第1の点は商品流通における私的社

会性の形成の問題として既に述べた。結局，価

格変動に対応して供給の調整が可能ということ

（供給力），およびそもそも価格変動に対応して

供給を調整しようとする動因が存在すること

（価格反応性）が価格水準形成の要件というこ

とになろう。

3．価格水準の第1次的形成とその特徴

（1）価格水準の第1次的形成

　前述のように，流通諸主体は産業資本家でな

くとも売買する商品の価格について無関心なま

まに交換を繰り返しているわけではない。すな

わち，価格が下落している時には商品を市場に

出すのを手控え在庫を積み増して価格反騰を待

つであろうし，逆に価格が上昇している時には

価格が反落しないうちに売り切るべくなるだけ

多くの商品を市場に供する，というように価格

に応じた選択を行なっている。もちろん，価格

の上昇下落といっても局面によって異なる。価

格の下落が続く局面では反騰が見込めないので，

価格を下げ，場合によっては損切りしてでも仕

入れ費用の回収や在庫費用の圧縮に努めるであ

ろうし，上昇が続く局面では反落の虞は少ない

と判断され，売り急がずに在庫を積み増して一

層の昂騰を待つであろう。

　他方，買い手も自らの貨幣を最も有効に使え

るように，諸々の地域や現在および将来の価格

を比較しつつ，貨幣の出動ないし待機を決定し

ている。安いところと時機を求めて商品を購i入

し，高いところや時機には買い控えるであろう。

もちろん，さらに昂騰すると思えば買い増しも

するし，続落すると判断すれば買い控え貨幣を

準備手段として積み増すであろう。

　このように将来の価格動向によっても流通主

体のとるべき行動に違いが生じるのであるから，

在庫の調整等の保管費用の他にも，市場の動向

を探る調査費用や販売を促進する宣伝・広告費

等の純粋な流通費用が支出されることになる。

これらの費用の中には長期に亘って回収される

性質のものも含まれるので，流通主体の価格へ

の反応性は持続する。

　他方，資本の生産過程を明示的に組み込まな

くとも，流通主体による供給力増進の試みは認

められる。

　繰り返し売買される商品は，価値，使用価値

の2要因ばかりでなく，排他的処分可能性，規格

性，供給可能性の3要因を満たす必要がある11）。

これら3要因は相関連している。例えば，価格

変動に対応して供給を速やかに増やすには市場

の背後に在庫を抱えておく必要があるが，在庫

自体は有限であるから，．需要が急増すれば直ち

に底をつくであろう。それを防ぐには常に仕入

11）安田（1998）参照のこと。
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れ値の安い地域や時期を調査し，在庫が減れば

直ちに補給できる状態にあること（排他的処分

可能性）が求められる。価格が昂騰してから発

注するのでは十分な量を有利な価格で確保でき

るとは限らず，商機を逸するであろう。また，

継続して追加供給しうるにはその供給方法が確

立されていることが重要である（規格性）。新た

に作るのであれ類似品を流用するのであれ，規

格性が乏しければ安定的に供給し続けることは

困難であろう。市場で販売されている生産諸要

素をその製品向けに作り込む手間暇はかかるの

である12）。

　こうして，産業資本に限定しなくとも，流通

諸主体の価格を手がかりに交換をより有利に遂

行したいという動機やそれに応じた供給上の工

夫が価格の変動に対応した供給の調整を可能と

し，価格の一方的な上下動を抑えて価格水準を

形成してゆく13）。流通主体は一方でこうして形

成された価格水準を基準に他方で将来の価格変

動を予測しつつ，売り買いの時機や価格を判断

し行動に移してゆくのである。先に挙げた商品

の売り手や買い手における売りや買いあるいは

待機の選択は価格水準として直近の相場を参照

したうえでめ行動であった。

（2）第1次的価格水準の特徴

　産業資本の生産物に限定されない場合，価格

水準はどのような特徴を有するであろうか。

　この場合，流通論において第1次的に形成さ

れる価格水準をはじめから重心と外的に対置し

て価格の上下動を引き戻す力が弱いと結論だけ

述べたところで，定義の域を出ず積極的意味は

12）労働力商品に限定されてはいるが，この点は小幡

　（1990）が「型づけ」のコストとしてつとに指摘して

　きたところである。

ないであろう。しかも，先にも述べたように，

価格変動における重心の形成もその第1次的動

因は流通諸主体の行動の側にあり，逆に重心は

流通世界で形成される価格水準の1特殊ケース

に他ならない以上，重心のある商品に限定せず

に商品一般の価格水準の特徴をまず明らかにす

る必要がある14）。その際，先に確認した価格水

準形成の2要件，価格反応性および供給力がポ

イントとなろう。

　前述のように，商品経済ではどの流通主体も

価格反応性を備えている。

　流通諸主体は，たとえ資本でなくとも，商品

交換を効率よく行なうために種々の費用を投じ

ており，その回収は交換を続けるための必要条

件である。しかも，費用のなかには長期に亘っ

て回収を要するものまであるから，費用回収の

13）山口によれば，貨幣の価値尺度規定では「流通が

　生産を包摂している場合には『中心』ないし『基

　準』の形成に結果するであろうような流通の側のメ

　カニズムがそれ自体として明らかにされうるにすぎ

　ない。／このメカニズムによってできる関係をとり

　あえず一物一価の関係，あるいは物価水準と呼ぶこ

　とにしよう。これは，『一価』とか『水準』といっ

　ても，きわめてゆるい関係で，かなり大きな幅のも

　のであり，しかも生産によって外的に基準が与えら

　れないかぎり，商品世界のなかの需要と供給の対応

　の変化に応じて無規定的にどんどん変化していくと

　考えられるべきものである」（山口，1978，p162）。

　ここには流通論で形成される物価「水準」は無規定

　的に変化するので「基準」とはならない，という
　「基準」と「水準」との使い分けを認めることがで

　きる。しかし，この場合の供給とはどのようなもの

　であろうか。趣味やボランティアによる出品ならい

　ざ知らず，ある程度繰り返し行なわれる商品供給で

　あれば，本文で示したように，一方面費用回収の必

　要性があり，他方でそれに規定された供給上の工夫

　が施されるので，価格が無限定に変動するとばかり

　は言えないのではないか。また，　「基準」性につい

　ても，生産力における労働価値説の論証という観点

　からは価格変動の規制力という点が重要であろうが，

　流通諸主体の行動分析という点からは自ら産み出し

　っっ行動の基準としているという点に意義があるの

　ではないか。
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必要性は流通主体の行動を継続的に制約してい

る。さらに，彼らにとっても貨幣は単なる購買

手段や支払手段に止まらず，蓄蔵ないし貯蔵さ

れる傾向がある。

　しかしながら，価格反応性はどのようなケー

スでも一様に発揮されるとは限らない。例えば，

商品価格が投下費用を下まわる場合には，費用

が補填できず交換の続行も危ぶまれるので，流

通主体は高くなるまで待機するなり費用削減の

ための供給上の工夫を施すなりするであろう。

しかし，価格がさらに上昇して交換の続行や目

標とする貨幣蓄蔵が達成可能な水準を上回った

場合，流通主体がそれに対応して供給増を図る

とは一概には言えないであろう。

　他方，固定的費用の回収必要性は交換の継続

を要請する面があるものの，製品の販売が順調

に推移し費用の償却が完了するなり，その目処

がつくなりすれば，価格が昂騰したからといっ

て，供給を増やすとか，供給を増やすために重

ねて固定的費用を投入するとは限らないであろ

う。そもそもどのような費用をどの程度投入す

るかは流通主体が交換活動をどのように位置づ

14）価値の実体を『資本論』のように2商品の交換関

　係から直接抽出するか，宇野のようにあらゆる社会

　に共通する社会的再生産基盤に求める場合には価格

　変動の重心を流通諸主体の行動から独立に考察する

　こともあるいは許されるかもしれない。この場合，

　労働生産物の価格変動の重心は非労働生産物を含む
　商品一般の価格水準とは全く異なる世界に属してい

　るという弁明も成り立ちうるからである。しかしな

　がら，山口のように，価値の実体的根拠も直接には

超歴史的な抽象的人間労働ではなく，生産物とそれ

　に要する労働量との関係が産業資本の効率性原則に

　よって締め上げられる点に求めるならば，重心とし

　ての価値は効率性原則によって締め上げられる以前

　の商品流通世界における価格水準とは全く別の超然

　たる存在ではないことになる。むしろ重心は一般的

価格水準の1特殊形態に他ならないのであるから，

　一般的価格水準の諸特徴がまず明らかにされない限

　り，重心を規定することもその機構を分析すること

　もよく能わないであろう。

けているかに規定されている。

　このように流通主体の交換行動が交換それ自

体や費用回収あるいは貨幣蓄蔵といった彼自身

が設定した目的や目標に従属している限り，所

期の目標を超えて価格が昂騰した場合にも価格

反応性が持続し，供給増加が追求されるか否か

は流通主体による目的ないし目標の充足度に依

存せざるをえない15）。

　したがって，流通主体が資本に限定されない

場合，一定水準を超えた価格上昇に対応して供

給を増やすような行動が速やかにまた継続的に

とられるとは限らないであろう。

　他方，産業資本の生産物に限定しなくとも，

繰り返し売買される商品には一定の供給力が備

わっていている。

　しかしながら，流通主体が価格昂騰に反応し

て供給を増やそうとしても，必ずしも思うよう

に供給を増やせるとは限らない。

　商品が供給不足に陥るにはいろいろなケース

がありうる。ここでは供給される商品に即して

考察してみよう。

　まず生産要素自体が供給余力に乏しいケース

がある。原材料が稀少財であるとか，特殊な熟

練によって生産される商品の場合には，需要が

増大し価格が昂騰しても生産要素補給がネック

となって供給増加は迅速には進まないであろう。

　また，非工場生産物はもちろんのこと工場生

産物であっても，その生産が裁量の余地の大き

15）流通論の展開が示す通り，自己の欲する諸商品と

　交換したいという商品所有者の欲求は直接的交換に

　止まらず，より広く交換に求められる等価物との交

　換（貨幣による価値表現ないし価値の実現）や貨幣の

　支払手段化や準備手段化など，価値関係の外化，交

　換の媒介化を生み出してくるわけであるが，流通主

　体における価格反応性が常に十全に発揮されるには

　交換の脱目的化・手毅化，すなわち資本による交換

　にまで進まざるを得ない。
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い労働に依存している場合には，費用と産出と

の間に技術的確定性が乏しく，生産諸要素を追

加的に投入したからといって，それに比例して

産出が増えるというわけではない。

　例えば，事務労働でも単純な計算や報告の類

は人を増やせば比例して産出も増えるであろう

が，企画立案にかかわる部分は個人の判断能力

に依存する部分が大きく，投下する労働量に比

例して産出が増大するわけではない。

　さらに，商品の中にはその性質上，在庫形成

が困難iなために機動的な追加供給が行なえない

ものがある。

　例えば，いわゆるサービスは生産と消費が時

間的・空間的に分離しかがたく，在庫が利かな

い。また，労働力商品も一人の商品所有者が2

っ以上の商品を保有できないので，在庫を形成

できない。これらの商品は事前に在庫を準備す

るわけにはゆかないのであるから，需要が超過

し価格が急騰したとしても，供給が追いつくに

は時間がかかるであろう。

　このように生産要素が稀少な商品，裁量性の

高い労働の産物，あるいは在庫形成が困難な商

品の場合，それぞれ生産諸要素の供給力，供給

方法の規格性，およびいつでも市場に供出でき

るという意味での排他的処分可能性に限界があ

り，たとえ流通主体が資本であり，価格昂騰に

誘発されて供給を増やすべく資本投下を増大し

たとしても，機動的な追加供給は望めない。も

ちろん，資本は生産要素が稀少な商品について

は在庫を積み増して需要増に備えるであろうし，

裁量性の高い労働の産物についてはなるべく機

械に依存した生産方法に切り替えたり，知識の

データベース化を推し進めたりするであろう。

さらに，在庫形成が困難な商品の場合には例え

ば消費される時点での投下労働量を増やすこと

によって対応しようとするであろう。しかしな

がら，こうした供給力の弱い商品についての対

策も，例えば在庫積み増しは市場に出回る商品

の数量を抑えるし，裁量性の高い労働の機械や

システムへの置き換え，あるいは労働支出増大

は労働者との軋礫を生む。そして，これらの対

策が結果として供給の遅れを表面化させること

にでもなれば，投機，すなわち買い占めを誘発

し価格の上昇をより増幅することにもなろう。

　以上要するに，産業資本による工場生産物に

限定されないならば，商品の価格水準は供給主

体が非資本である場合も商品が裁量性の高い労

働の産物や在庫形成が困難なものである場合も，

ともに供給不足が生じる価格上昇局面において

費用意識が弛緩し価格反応性が弱まったり，規

格性や排他的処分可能性が乏しく供給力の限界

に逢着したりするため，需要増加に供給が追い

つかない可能性が高い。重心のある商品に限定

されない場合の価格水準は，価格下落には確た

る限界があるものの，上昇の限界は緩やか，す

なわち上方分散的であると言えよう16）。

（3）商品流通の基底

　上で確認した諸特徴は市場にとってどのよう

なことを意味するのであろうか。

　商品流通において一般的に形成される価格水

準は殊に価格上昇局面において価格反応性と供

給力に一定の限界があり，基準性が弱い。しか

し，流通諸主体は自らの行動が産み出す価格水

準を基準としてしか自身の社会的位置を確認で

きないのであるから，価格水準の安定性が低い

ままでは社会的再生産の均衡も容易には達成さ

れないであろう。価格水準の安定性ないし社会

的均衡が達成されるのはどのようなケースであ
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ろうか。

　1つは，資本が生産過程を包摂することに

よって価格水準が安定するケースである。

　もともと生産過程には費用と成果との間に技

術的確定性が高いという性質がある上に，効率

性原則に則った資本によって生産過程が締め上

げられるならば，費用一収益の観点からもっと

も効率的な技術が選ばれ（価格反応性），労働量

と産出量との間の技術的確定性は一層高まる

（規格性）。また，工場生産物であれば，一般

に在庫にも適している（排他的処分可能性）。こ

うして流通主体に価格反応性と供給力が強まれ

ば，商品には価格変動に対する強い規制力・重

心が発生し，価格水準の安定性も増すであろう。

　もちろん，資本が生産過程を包摂したからと

いって，前に挙げたような諸制約がすべて克服

されるわけではない。特に，原材料が稀少財で

あるとか在庫形成が困難あるなど商品それ自体

の性質に規定されている制約は如何ともしがた

い。しかしながら，産業資本が生産過程を包摂

16）逆に価格の下方分散傾向を指摘しているのは小幡

　道昭（！990）（1992）である。小幡は市場のもつバッ

　ファ機能（「何でも買える」という貨幣の購買機能を

　支える商品在庫の存在）とバッファの摩擦性（情報の

　不完全性ゆえに価格を下げたからといって一挙に売

　り捌けバッファが消失するという事態は生じないこ

　と）により費用が安定している限り価格水準自体は安

　渡するものの，いっか売れればよいという前提がな

　い限り価格は下方分散する傾向をもつ。他方で，労

働力商品の場合には，失業しても直ちに労働市場に

溢れるわけではなく，市場外で例えば家事労働に吸

収されうるという共用バッファの存在により上方分

散する傾向がある，という。しかしながら，一般商

　品における価格の下方分散傾向は費用回収の必要性

　から説きながら，労働力商品の上方分散傾向はバッ

　ファの特質（共同体重労働との共用性）から導いてい

　る点は矛盾していないだろうか。　「いっか売れれば

　よいというわけではない」とは売りが「命がけの飛

躍」（『資本論』）であるということに他ならず，労

働力商品を含むすべての商品に当てはまるが故に価

格の下方分散傾向を導く根拠としては不十分であろ
　う。

すれば，不足しがちな熟練労働は機械体系の下

での単純化された労働に置き換えられうる。ま

た，裁量性の高い労働については，価値増殖の

不確定性を回避したい資本によってデータベー

ス化されたシステムの下での労働への置き換え

が推し進められるであろう。さらに，労働力商

品は在庫が利かないという点も資本蓄積の進行

自体が産業予備軍の吸収，排出を繰り返すこと

によって処理される（いわゆる「資本主義に特

有なる人口法則」）。このように商品が産業資

本による機械体系の下での労働によって産み出

されるようになれば，商品世界の価格水準にも

安定性が齎される，と言ってよいであろう。

　もう1つは，市場を取り囲む社会諸関係・諸

制度と結びつき社会的均衡が達成されるケース

である。価格昂騰に対し政治的・宗教的権力に

よる統制がかけられたり，供給不足に対して共

同体の支援が求められたりすることがありうる。

すなわち，価格水準の安定性は流通主体それ自

身の要請するところであるし，価格昂騰は社会

的な不満と不安定性を醸し出すから，経済外強

制が作動することは大いに想定されうる。また，

財は市場のみならず，共同体内にも備蓄されて

いるのであるから，供給上の隆路に逢着した市

場がそれを利用することもありうる。

　経済外強制や共同体といっても，近代以前の

ことではない。

　突発的に物価昂騰が生じた時期には政府によ

る介入が試みられた。軍事への動員を図ってい

た戦時期には価格統制を初めとして各種の統制

が敷かれた。70年代以降も石油危機時の「狂乱

物価」には日銀による窓口指導力1，バブル末期

には大蔵省による「総量規制」が昂騰した価格

を抑えるのに威力を発揮した。

　他方，共同体内には生活手段のみならず生産
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手段も自家消費用として備蓄されている。例え

ば，天然災害に備えて生活手段が蓄えられ，家

内工作用の生産手段が常備されている。しかし，

それらの備蓄は自家消費以外に使えないわけで

はないし，数量的に確定されているわけでもな

いので，市場価格の動向によっては共同体内の

備蓄が市場に供されることは大いにありうる。

また，特殊な熟練労働や裁量性の高い労働の産

物が供給不足に陥った場合，その解決はしばし

ば当該労働主体における労働支出の増大，すな

わち労働時間の延長や労働の強化に求められる。

労働時間の延長も労働の強化もともに家庭を含

めた生活時間ないし空間の犠牲を意味するから，

このケースも共同体で利用されるべき労働力の

転用といってよいであろう17）。

　もちろん，統制によって均衡が回復したとし

ても，流通主体の価格反応性が抑制され，市場

機構はかえって麻痺しよう。戦時期の統制はそ

の生産力増強効果が持続せず，さらなる統制を

求めるということが繰り返された18）。他方，共

同体内の備蓄といっても，流用できる財の種類

と数量には限りがある。そもそも共同体的関係

は市場のためにあるのではないから，共同体へ

のしわ寄せには限りがある。　「教育危機」等の

社会問題の原因を労働者の「会社人間」として

のあり方に求める見解もある19）。

　このように述べると，2つは利潤動機に訴え

17）前註で触れた小幡・共用バッファ論は正にこのこ

　とを指している。

18）　「直接統制がひとたび開始されたあとは，その対

　象とされる財も，統制の範囲も，次々に拡大されて

　とどまるところを知らない状況になった。価格の統

　制を行うためにはコストの抑制が必要になり，その

　ためには賃金の統制が必要になる。．．．こうして1940

　年ごろには，経済のすべての面に統制の網の目がは

　りめぐらされるに至ったのである」（中村隆英，1993，

　pp129－130）．

る途とむしろそれを抑えて社会的均衡を優先す

る途という，全く別々の社会編成のあり方のよ

うに映るかもしれない。しかし，必ずしもそう

ではない。

　例えば，市場には重心の存在しない商品，端

的には産業資本による工場生産物ではない商品

は無数に存在する。それらの商品は特に需要超

過時に価格水準が弛緩するのであるから，市場

に任せたままで社会的均衡に達するわけではな

い。社会的編成の視点が必要となる。そもそも

産業資本の産み出す商品に価格変動の重心が形

成されるに当っては，賃金額を指標に行動し，

所定の賃金が支払われれば資本の指揮の下で労

働するという労働者の賃金労働者への変造，す

なわち「労働者の主体性処理」が根本的条件と

して横たわっているが20），それは家庭を含む地

域社会や学校教育による労働者への勤勉精神の

刷り込みによって初めて果たされる。

　他方，資本主義経済においては利潤動機の抑

制にも限界がある。例えば，インフレ下の生産

停滞に直面し当初は配当率引き上げを許可制に

するなど株主の権限を制約する方向で推し進め

られた戦時統制「新体制」も最終的には補助金

によって生産者価格を引き上げる政策を打ち出

19）例えば，馬場宏二は会社主義の社会的限界の1つ

　として「会社から疎外された社会」を挙げる。「要

　するに生活圏文化の空洞化のことです。会社の吸引

　力が強すぎるために，経済財だけでなく人材も，役

　に立つものは全部会社が吸引してしまった。文化も

　会社文化になったが，生活圏に，役に立つ人がいな

　くなり，あるいは帰って来られなくなって，：地域社

　会が破壊されてしまった。残ったのは，会社に行け

　ない年寄り・女・子供で，女はやがてパートとなり

　雇用平等法で会社に入りますから，老人問題と教育

　問題が残った」（馬場宏二，1988，p111）。

20）「生産過程における確定的関係の形成のためには，

　労働者のこの主体性が何らかの仕組みで消極化され，

　労働そのものが効率化され，確定化されるという条

　件がなければならない」（山口，1985，p69）。
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すなど利潤動機を認める方向に転換せざるを得

なかった21）。

　ともあれ，このように価格水準を産業資本に

よる生産物に限定せずにあらゆる商品にまで広

げて考察してみると，価格変動に対し強い規制

力をもつ重心のある商品のまわりを，より規制

力の緩やかな非資本の供給する商品や裁量1生の

高い労働によって産み出された商品，あるいは

在庫形成が困難な商品などが取り囲み，他方で

安定的な価格水準の背後に，効率性原則で締め

上げられた生産過程や社会的安定性の観点から

市場に繰り込まれる共同体ないし生活空間が控

えている，といったように多様性と構…造的深み

を備えた市場像が浮かび上がってくるのである。

むすびに代えて

　商品経済と社会との関連といえば，労働力や

土地，資本などのいわゆる擬i制商品に焦点が絞

られる傾向がある22）。確かに擬制商品の擬制

性・非商品性を盾にした商品経済の限界面出は

わかりやすい。しかし，商品の種類を限定して

その非商品性を言い募れば募るほど，商品経済

の理論分析との関連性は断ち切られ，商品経済

の全体像を見えにくくすると同時に，一般商品

の市場像はかえって平板なものになりかねない。

　ここで価格水準一般の考察を通して示そうと

したことは商品経済の自己完結的な均衡体系は

その射程が狭く，擬i制商品に限らず一般の商品

でさえ価格水準形成の背後に社会との接合面が

垣間見えるということである。

　他方，重心の形成条件や代表的な非労働生産

物である労働力商品の価格，賃金の水準につい

ては全く触れられなかった。稿を改めて考察し

たい。
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